
 

 

 

 

UBSアセット・マネジメント㈱ 

会社名 UBSアセット・マネジメント株式会社 
 
所在地 〒 100-0004 東京都千代田区大手町一丁目２番１号 

 電話 03(5293)3700 ファックス 03(5293)3785 

   ＨＰアドレス http://japan1.ubs.com/am/ 

代表者 代表取締役社長  三 木 桂 一 

金融商品取引業登録番号 関東財務局長(金商)第412号 登録年月日 2007年９月30日 

協会会員番号 011-00652号   

業務開始年月 1996年５月28日 資本金 22億円 

作 成 担 当 者 コンプライアンス＆オペレーショナ

ル・リスク・コントロール部 

電 話 03-5208-7795 

 

１．業の種別 

投資運用業 １．法第２条第８項第12号イに係る業務 ②．法第２条第８項第12号ロに係る業務 

③．法第２条第８項第14号に係る業務 ４．法第２条第８項第15号に係る業務 

投資助言・代理業 ①．法第２条第８項第11号に係る業務 ②．法第２条第８項第13号に係る業務 

第一種・第二種業 １．法第28条第１項に係る業務 ②．法第28条第２項に係る業務 

 

２．主な営業所、子法人等、提携企業 

区分 名称 所在地 

－ － － 

－ － － 

－ － － 

 

３．主な株主 

株主名 
議決権 
保有比率 

 株主名 
議決権 
保有比率 

UBS Asset Management AG 100％   ％ 

 ％   ％ 

 ％   ％ 

 ％   ％ 

 ％   ％ 

 

４．財務状況（直近３年度分）  （単位：百万円）

決算期 投資顧問部門収益 全体収益 経常損益 当期純損益 純資産額 

2021年12月期 2,458 11,072 692 416 3,170 

2020年12月期 5,959 13,035 3,088 2,106 4,858 

2019年12月期 4,401  12,890  3,113  2,131  4,883  

 

５．組織（証券業または信託業務を営む場合、①～③については投資顧問部門に従事している実質

人数を記載）（2022年３月末現在） 

①役職員総数 106 名 

②運用業務従事者数 15 名 

 内 ファンド・マネージャー数 12 名、平均経験年数 18 年 4 ヵ月 

 内 投信併営会社の場合の 投資顧問部門専任者 － 名、平均経験年数 － 年 － ヵ月 

投顧・投信部門兼任者 12 名、平均経験年数 18 年 4 ヵ月 

 内 調査スタッフ数 3 名、平均経験年数 17 年 7 ヵ月 

③日本証券アナリスト協会検定会員数 22 名 

 CFA協会認定証券アナリスト数 3 名 



 

 

 

 

UBSアセット・マネジメント㈱ 

〈組織図〉 

 （2022年３月末現在） 
 

 

６．投資運用契約に係る資産の金融商品取引行為の状況（直近１年度分） 

 

１．対象期間 2021年１月１日～2021年12月31日 

 

２．金融商品取引行為に係る取引の割合 
 相手方の商号 取引額の割合 備 考 

会員自らが顧客の相手方となった取引   

下記①に該当する法

人との取引 

UBS AG LONDON BRANCH 0.2%  

UBS AG TOKYO 0.0%  

下記②に該当する法

人との取引 

J.P. MORGAN CHASE 13.9%  

GOLDMAN SACHS 12.8%  

BARCLAYS CAPITAL 11.5%  

下記③に該当する法

人との取引 

UBS SECURITIES    0.6%  

UBS REALTY INVEST    0.1%  

①顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引法施行令第15条の16に規定する親法人

等・子法人等 

②顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、その取引額が年間の顧客のために行った金融商品取

引行為に係る取引総額の10％以上である法人 

③顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引業等に関する内閣府令第126条第３号

に規定する関係外国法人等に該当する法人 
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７．契約資産 

①契約資産状況（2022年３月末現在） （金額単位：百万円）

   投資運用 投資助言 

   件数 金額 件数 金額 

国

内 

 

法

人 

 

公的年金 7 969,311 0 0 

私的年金 96 281,303 0 0 

その他 15 138,965 2 21,742 

計 118 1,389,578 2 21,742 

個人 0 0 0 0 

国内 計 118 1,389,578 2 21,742 

       

海

外 

 

法

人 

 

年金 0 0 0 0 

その他 2 15,298 0 0 

計 2 15,298 0 0 

個人 0 0 0 0 

海外 計 2 15,298 0 0 

       

総合計 120 1,404,876 2 21,742 

投資助言契約欄は、顧客資産の額を前提とした契約のみ記入する。なお、全投資助言契約件数は、 3 件。 

 

②海外年金内訳（運用＋助言） 

米国 - 件 

 - 百万円 

欧州 - 件 

 - 百万円 

アジア - 件 

 - 百万円 

その他 - 件 

 - 百万円 

 

③投資対象別運用状況（2022年３月末現在） （金額単位：百万円）

 
国内 

株式特化 

国内 

債券特化 

国内 

その他 

海外 

株式特化 

海外 

債券特化 

海外 

その他 

グローバル 

株式特化 

グローバル 

債券特化 

グローバル 

その他 

件数 0 1 0 12 4 0 1 0 102 

金額 0 89 0 892,339 124,380 0 2,224 0 385,843 

 

④契約規模別分布状況（2022年３月末現在） （金額単位：百万円）

  10億円未満 
10～50億円 

未満 

50～100億円 

未満 

100～500億円 

未満 

500～1,000億円

未満 
1,000億円以上 

件数 28 61 19 9 2 1 

 構成比(％) 23.3% 50.8% 15.8% 7.5% 1.7% 0.8% 

金額 17,103 118,674 134,236 154,889 192,030 787,945 

 構成比(％) 1.2% 8.4% 9.6% 11.0% 13.7% 56.1% 
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８．運用の特色（投資哲学、運用スタイル等） 

当社の運用は、グローバルに統合された運用基盤を通じ、お客様へ長期的かつ安定的な成果をお届けすることを目指しています。当社が培ってき

た、世界を網羅する多様で幅広い運用手法を駆使し、お客様へ革新的な運用ソリューションを提供することが、当社の目的です。 

ＵＢＳアセット・マネジメント・グループ全体では世界22カ国に拠点を設け、機関投資家および個人投資家のお客様にきめ細かく多彩な資産運用

サービスを提供しています。その運用戦略ラインナップは伝統的資産から非伝統的資産までをカバーし、運用スタイルも多様性に富んでいます。

グループの日本における運用・営業拠点である当社では、グループの幅広い運用戦略ラインナップの中から、国内のお客様の投資ニーズにお応え

できる運用戦略を厳選してご提供しています。 

ＵＢＳアセット・マネジメント・グループが提供する運用戦略一覧 

 

（注）上記には現在日本のお客様へご提供していない運用戦略も含んでおります。各運用戦略の詳細につきましては、当社までお問い合わせください。 

 

９．投資に関する意思決定プロセス 

PLAN：基本方針の決定 

投資政策及び運用の基本方針の全社的審議ないし決定機関である「投資政策委員会」において、運用の基本方針を決定します。具体的には、運用

戦略の基本方針の承認、重要なリスク指標や運用ガイドラインの承認、等を行います。委員会は、原則として月次で開催され、運用本部長、運用

本部を構成する各運用部の責任者、各資産クラス等の運用担当者等が参加します。 

DO：運用の実行とリスク管理・分析 

運用本部を構成する各運用部は、上記で決定した基本方針に則りつつ、夫々の運用戦略の運用方針を策定・実行します。売買執行においては常に

最良執行を心掛けます。運用担当者によるリスク管理では、ＵＢＳアセット・マネジメント・グループの海外拠点が開発したリスク管理システム

等を活用します。一方、運用ガイドラインの遵守状況の確認プロセスとしては、企画管理部が遵守状況を定期的にモニタリングし、関係者（営業

各本部、運用本部、コンプライアンス＆オペレーショナル・リスク・コントロール部）にガイドライン・チェック・リストを回付、確認します。 

万が一、運用ガイドラインからの乖離が発見された場合には、早急に運用本部の運用担当者に連絡し事実確認を行った上で、コンプライアンス・

オフィサーおよび関係者間で協議を行い、必要に応じてポートフォリオの修正を要請します。また運用ガイドラインの遵守状況、および何らかの

対応を行った場合には、その内容をリスク委員会（月次開催）に報告します。 

SEE：整合性チェック 

業務の執行にあたって、経営上並びに業務上のリスクのモニタリングおよび管理の総合的な検討を行う機関である｢リスク委員会｣が中心となり、

運用状況の事後的なモニタリングを実施します。具体的には、運用状況の報告を受けて、投資目標／方針との整合性、投資ガイドラインの遵守状

況等を検討／分析するとともに、パフォーマンス向上のための対応策を審議します。 
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10．運用受託報酬・投資助言報酬 

投 資 顧 問 料 率 表                  （年率表示） 

 

以下は当社の標準的な報酬体系です。ただし、契約資産の性質および運用方法などにより、お客様と協議の上、標準料率と異

なる料率になる場合があります。また、最小契約資産額は、ご相談の上、決定させていただきます。 

 

料率（税抜） 

投資資産額 
国内株式 

及びCB 
国内債券 外国株式 外国債券 

25億円までの部分 年0.70% 年0.40% 
年0.85% 

年0.500% 

25億円超50億円までの部分 年0.65% 年0.35% 年0.450% 

50億円超100億円までの部分 年0.55% 年0.30% 年0.80% 年0.425% 

100億円超150億円までの部分 年0.50% 年0.25% 
年0.70% 

年0.400% 

150億円超200億円までの部分 年0.45% 年0.20% 
年0.375% 

200億円超300億円までの部分 年0.40% 年0.15% 年0.68% 

300億円超の部分 個別協議 個別協議 個別協議 個別協議 
 

 

11．その他、特記事項 
UBSアセット・マネジメント・グループは、スイスを本拠地とするUBSグループの資産運用部門として、約140兆円（2022年3月

末現在）の資産を運用するグローバルな資産運用グループです。UBSグループにとって、国内外の投資家との長期的な信頼関係

の構築とそれに基づくビジネスの発展は、健全かつ安定的な経営の実現に必要不可欠な要素であり、UBSアセット・マネジメン

ト・グループでは特に、運用体制の強化、運用戦略の多様化、運用報告をはじめとしたクライアント・サービスの拡充、長期的

な視点からの優れた人材の確保、先進的なシステムの導入など、お客様へのサービスの向上に努めて参りました。 

国内の投資家とのお取引の深耕は、1972年の事業開始（当社の前身であった日本ポートフォリオサービス株式会社が同年に発

足・事業開始）以来、最優先の経営課題のひとつであり、長期的な信頼関係の構築と優れた運用サービスの提供に努力して参り

ました。国内のお客様の多様化するニーズにお応えするべく、株式や債券といった伝統的な資産クラスに留まらず、オルタナ

ティブの運用に至るまで、更なる運用力の強化・向上や、在職年数の長い担当者を通じたクライアント・サービスの充実に努力

しております。 

こうした取り組みの結果、当社の収益基盤は、国内年金や金融機関を中心とする機関投資家向け運用ビジネスと投資信託委託業

により、バランス良く構成されており、引き続き一分野に偏ることなく適切なバランスを確保することにより、健全かつ安定的

な経営基盤の維持に努めて参ります。 

今後とも更なる運用体制の強化と運用サービスの拡充により、お客様の資産運用に貢献して参ります。 

 



 

 

 

 

UBPインベストメンツ㈱ 

会社名 UBPインベストメンツ株式会社 
 
所在地 〒 100-0006 東京都千代田区有楽町一丁目9番1号 日比谷サンケイビル11階 

 電話 03-5220-2111 ファックス 03-5220-2574 

   ＨＰアドレス https://www.ubpinvestments.com/ 

代表者 代表取締役社長  吉原 和仁 

金融商品取引業登録番号 関東財務局長(金商)第192号 登録年月日 平成19年9月30日 

協会会員番号 012-02386   

業務開始年月 平成19年2月 資本金 2.75億円 

作 成 部 署 業務本部 電 話 03-5220-2571 

 

１．業の種別 

投資運用業 １．法第２条第８項第12号イに係る業務 ②．法第２条第８項第12号ロに係る業務 

③．法第２条第８項第14号に係る業務 ４．法第２条第８項第15号に係る業務 

投資助言・代理業 ①．法第２条第８項第11号に係る業務 ②．法第２条第８項第13号に係る業務 

第一種・第二種業 １．法第28条第１項に係る業務 ②．法第28条第２項に係る業務 

 

２．主な営業所、子法人等、提携企業 

区分 名称 所在地 

該当なし   

   

   

 

３．主な株主 

株主名 
議決権 
保有比率 

 株主名 
議決権 
保有比率 

ユニオン・バンケール・プリ

ヴェ・ユービーピー・エス・エー 

100％    

     

     

     

 

４．財務状況（直近３年度分）  （単位：百万円）

決算期 投資顧問部門収益 全体収益 経常損益 当期純損益 純資産額 

2021年12月期 523 1,335 264 179 529 

2020年12月期 364 941 124 65 424 

2020年3月期 372 1,103 97 61 958 
 

５．組織（証券業または信託業務を営む場合、①～③については投資顧問部門に従事している実質

人数を記載） 

①役職員総数     21名 

②運用業務従事者数     9名 

 内 ファンド・マネージャー数     5名、平均経験年数   22年   4ヵ月 

 内 投信併営会社の場合の 投資顧問部門専任者   名、平均経験年数   年  ヵ月 

投資顧問・投信部門兼任者  名、平均経験年数  年  ヵ月 

 内 調査スタッフ数     3名、平均経験年数   20年  0ヵ月 

③日本証券アナリスト協会検定会員数     6名 

 CFA協会認定証券アナリスト数      2名 
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＜組織図＞ 

 
 

 
６．投資運用契約に係る資産の金融商品取引行為の状況（直近１年度分） 

１．対象期間 2021年4月1日～2021年12月31日 
 

２．金融商品取引行為に係る取引の割合 

 相手方の商号 取引額の割合 備 考 

会員自らが顧客の相手方となった取引 . ％  

下記①に該当する 

法人との取引 

 . ％   

  . ％  

  . ％  

下記②に該当する 

法人との取引 

   . ％  

 . ％  

 . ％  

 . ％  

 . ％  

下記③に該当する 

法人との取引 

ユニオン・バンケール・プリヴェ

（ヨーロッパ）エス・エー 
76.8％ 

外国為替取引、相手方は親会

社の子会社 

 . ％  

 . ％  

 

①顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引法施行令第15条の16に規定する親法人

等・子法人等 

②顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、その取引額が年間の顧客のために行った金融商品取

引行為に係る取引総額の10％以上である法人 

株主総会 

取締役会 監査役 

コンプライア

ンス部 

営業本部 

代表取締役社長 

業務本部 

・インベストメント・オペレー

ションズ 

・経理業務 

・ＩＴ業務 

・人事業務 

・総務業務 

運用本部 

・インベストメント・オフィス部 

・運用ソリューション部 

・ポートフォリオマネジメント部 

・ファンドマネジメント部 

・トレーディング部 

 

投資委員会 

Product Platform Committee Japan 

 (PPCJ) 

コンプライアンス・リスク会議 

内部監査責

任者 

ガバナンス委員会 
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③顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引業等に関する内閣府令第126条第３号

に規定する関係外国法人等に該当する法人 

 

７．契約資産 

①契約資産状況（2022年3月末現在） （金額単位：百万円）

   投資運用 投資助言 

   件数 金額 件数 金額 

国

内 

法

人 

公的年金 - - - - 

私的年金 10 19,802 - - 

その他 - - - - 

計 10 19,802 - - 

個人 - - - - 

国内 計 10 19,802 - - 

       

海

外 

法

人 

年金 - - - - 

その他 4 64,992 - - 

計 4 64,992 - - 

個人 - - - - 

海外 計 4 64,992 - - 

       

総合計 14 84,794 - - 

注：投資助言契約欄は、顧客資産の額を前提とした契約のみ記入する。なお、全投資助言契約件数は、 0 件。 

 

②海外年金内訳（運用＋助言） 

米国 - 件 

 - 百万円 

欧州 - 件 

 - 百万円 

アジア - 件 

 - 百万円 

その他 - 件 

 - 百万円 

 

③投資対象別運用状況（2022年3月末現在） （金額単位：百万円）

 
国内 

株式特化 

国内 

債券特化 

国内 

その他 

海外 

株式特化 

海外 

債券特化 

海外 

その他 

グローバル 

株式特化 

グローバル 

債券特化 

グローバル 

その他 

件数 1 - - - 1 - 1 - 11 

金額 29,173 - - - 2,691 - 19,973 - 32,957 

 

④契約規模別分布状況（2022年3月末現在） （金額単位：百万円）

  10億円未満 
10～50億円 

未満 

50～100億円 

未満 

100～500億円 

未満 

500～1,000億円

未満 
1,000億円以上 

件数 7 1 3 3 - - 

 構成比(％) 50.0% 7.1% 21.4% 21.4% - - 

金額 3,009 2,691        16,793 62,301 - - 

 構成比(％) 3.5％ 3.2％ 19.8% 73.5％ - - 

 

 



 

 

 

 

UBPインベストメンツ㈱ 

８．運用の特色（投資哲学、運用スタイル等） 

◆ 当社は、スイスのジュネーブに本社を置く資産運用専業銀行であるユニオン・バンケール・プ

リヴェ・ユービーピー・エス・エー（以下、「UBP」）の100％子会社です。 

 

UBPは、1970年代よりヘッジファンドの運用を開始し、1986年にファンド・オブ・ファンズを設立

する等、ヘッジファンド業界における不動の地位を築いてきました。現在も世界中の資産クラス

を調査・分析し、収益機会のチャンスを機動的に捉え、投資家の皆様に革新性の高い運用商品を

ご提供できるよう日々研鑽しています。 

日本法人である当社は、日本国内の機関投資家等を対象に、UBPが持つ高度な専門性を持った運用

分析能力、確固たる投資哲学、運用ノウハウ、ヘッジファンドで構成されたファンド・オブ・

ファンズ等、オルタナティブ投資に関する運用サービスを提供することを主な目的として、2005

年10月に設立されました。 

 

投資家であるお客様の悩みをお聞きし、解決策を一緒に考える営業部門、内部運用に拘らずベス

トな資産クラスを選択し、ベストな運用者を目利きする運用部門、具体的なスキームを組成する

業務部門を有し、ローカルに根ざしたグローバルなソリューション・プロバイダーを目指しま

す。 
 

 

９．投資に関する意思決定プロセス 

◆ 投資委員会において、 

 

（1）魅力ある資産クラスの選定 

（2）新規採用マネージャーの採用 

（3）マルチアセットポートフォリオの資産構成比 

 

を適宜決定します。 

意思決定に際し、UBPのグローバルな調査体制を最大限活用します。 

 

10．運用受託報酬・投資助言報酬 

投資一任契約については、運用商品や投資スタイル、契約資産額等を考慮して、事前に個別協議

の上決定します。投資顧問（助言）契約につきましても、助言の範囲・内容等により、また、契

約資産額等を考慮して、事前に個別協議の上決定します。 

 

11．その他、特記事項 

 UBPグループ概要 

スイスのジュネーブに本社を置く独立系資産運用専業銀行（プライベートバンク）です。事業は

主に営業部門（プライベートバンキング、機関投資家営業）と運用部門（インベストメントマネ

ジメント、オルタナティブインベストメンツ）からなります。外部マネージャーとの提携を含

め、株式運用、債券運用、ヘッジファンド等多様な商品ラインナップを有します。 

 

2021年12月末の運用資産残高は、約1,604億スイスフラン(約20.2兆円)、従業員数は1,904名、拠

点数は世界24か所です。自己資本比率25.2％と強固な財務基盤を誇ります。 

 



 

 

 

 

UBPインベストメンツ㈱ 

 UBPグループの沿革 

 

長期に亘り独立性を維持した歴史と実績 

 

 1969年 エドガー・デ・ピチョットによりスイス・ジュネーブに設立 

 1972年 ヘッジファンドへの投資を開始 

 1986年 最初のファンド・オブ・ヘッジファンズ「ディンベスト」運用開始 

創業者エドガー・デ・ピチョットは1980年代からジョージ・ソロスのファンドの

アドバイザリーボードに名を連ねる等、ヘッジファンド黎明期から業界と深い関

係を持つ。 

 1990年 アメリカン・エクスプレス・バンクの買収 

 1995年 カスタマイズ・ファンド・オブ・ヘッジファンズの運用開始 

 2002年 ロングオンリーのファンド・オブ・ファンズの運用を開始 

 2008年 ファンド･オブ・ヘッジファンズの運用残高、世界第1位に 

 2011年  ABNアムロ銀行（スイス）AGを買収 

 2012年  Nexar Capital Groupを買収 

 2013年  ロイズ・バンキング・グループのプライベートバンキング部門を買収 

 2014年 UCITSプラットフォームの運用開始 

 2015年  ロイヤルバンク・オブ・スコットランド傘下のインターナショナル・プライベー 

        トバンキング及びウェルスマネジメントの国際事業部門を買収 

 2018年 ACPIインベストメンツとバンク・カーネギー・ルクセンブルグを買収 

-2019年  

 2021年  ダンスケ銀行傘下のルクセンブルグのウェルスマネジメント部門を買収 

 

 UBPグループの拠点 

世界24拠点 

   
 

 

 



 

 

 

 

㈱ユキ・マネジメント・アンド・リサーチ 

会社名 株式会社ユキ・マネジメント・アンド・リサーチ 
 
所在地 〒 103-0028 東京都中央区八重洲１丁目５番15号 田中八重洲ビル７階 

 電話 03 (5299) 6901 ファックス 03 (5299) 6937 

   ＨＰアドレス http://www.yukijapan.com 

代表者 代表取締役  吉田 克司 

金融商品取引業登録番号 関東財務局長(金商)第2484号 登録年月日 平成22年12月22日 

協会会員番号 012-02464   

業務開始年月 平成23年2月1日 資本金 3.471455億円 

作 成 部 署 コンプライアンス部 電 話 03 (5299) 6901 

 

１．業の種別 

投資運用業 １．法第２条第８項第12号イに係る業務 ②．法第２条第８項第12号ロに係る業務 

３．法第２条第８項第14号に係る業務 ４．法第２条第８項第15号に係る業務 

投資助言・代理業 ①．法第２条第８項第11号に係る業務 ２．法第２条第８項第13号に係る業務 

第一種・第二種業 １．法第28条第１項に係る業務 ２．法第28条第２項に係る業務 

 

２．主な営業所、子法人等、提携企業 

区分 名称 所在地 

 該当なし  

   

   

 

３．主な株主 

株主名 
議決権 
保有比率 

 株主名 
議決権 
保有比率 

株式会社ユキアセットマネジメント 99.0％   ％ 

押 谷 孫 行 0.5％   ％ 

押 谷 孫 敬 0.5％   ％ 

 ％   ％ 

 ％   ％ 

 

４．財務状況（直近3年度分）  （単位：百万円）

決算期 投資顧問部門収益 全体収益 経常損益 当期純損益 純資産額 

2022年3月期 74 74 △45 △45 94 

2021年3月期 79 79 △37 △37 139 

2020年3月期 189 189 6 5 176 

 

５．組織（証券業または信託業務を営む場合、①～③については投資顧問部門に従事している実質

人数を記載） 

①役職員総数  6  名 

②運用業務従事者数  3  名 

 内 ファンド・マネージャー数  2 名、平均経験年数 18 年 9 ヵ月 

 内 投信併営会社の場合の 投資顧問部門専任者   名、平均経験年数   年   ヵ月 

投資顧問・投信部門兼任者  名、平均経験年数  年  ヵ月 

 内 調査スタッフ数  0  名、平均経験年数   年    ヵ月 

③日本証券アナリスト協会検定会員数  1  名 

 CFA協会認定証券アナリスト数  0   名 



 

 

 

 

㈱ユキ・マネジメント・アンド・リサーチ 

＜組織図＞ 

総務経理部

コンプライアンス部コンプライアンスオフィサー

取締役会

トレーディング部

運用本部

管理本部

株主総会

監査役

代表取締役

投資政策委員会

コンプライアンス委員会

運用部

クライアントリレーションズ部

 

 

６．投資運用契約に係る資産の金融商品取引行為の状況（直近１年度分） 

１．対象期間 2021年4月1日～2022年3月31日 

 

２．金融商品取引行為に係る取引の割合 

 相手方の商号 取引額の割合 備 考 

会員自らが顧客の相手方となった取引 . ％  

下記①に該当する 

法人との取引 

該当なし . ％  

 . ％  

 . ％  

下記②に該当する 

法人との取引 

モルガン・スタンレーMUFG証券 15.7％  

野村證券 84.3％  

 . ％  

 . ％  

 . ％  

下記③に該当する 

法人との取引 

該当なし . ％  

 . ％  

 . ％  

①顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引法施行令第15条の16に規定する親法人

等・子法人等 

②顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、その取引額が年間の顧客のために行った金融商品取

引行為に係る取引総額の10％以上である法人 

③顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引業等に関する内閣府令第126条第３号

に規定する関係外国法人等に該当する法人 



 

 

 

 

㈱ユキ・マネジメント・アンド・リサーチ 

７．契約資産 

①契約資産状況（2022年3月末現在） （金額単位：百万円）

   投資運用 投資助言 

   件数 金額 件数 金額 

国

内 

法

人 

公的年金 - - - - 

私的年金 - - - - 

その他 2 1 - - 

計 2 1 - - 

個人 - - - - 

国内 計 2 1 - - 

       

海

外 

法

人 

年金 - - - - 

その他 1 8,389 - - 

計 1 8,389 - - 

個人 - - - - 

海外 計 1 8,389 - - 

       

総合計 3 8,390 - - 

注：投資助言契約欄は、顧客資産の額を前提とした契約のみ記入する。なお、全投資助言契約件数は、 0件。 

 

②海外年金内訳（運用＋助言） 

米国 -件 

 -百万円 

欧州 -件 

 -百万円 

アジア -件 

 -百万円 

その他 -件 

 -百万円 

 

③投資対象別運用状況（2022年3月末現在） （金額単位：百万円）

 
国内 

株式特化 

国内 

債券特化 

国内 

その他 

海外 

株式特化 

海外 

債券特化 

海外 

その他 

グローバル 

株式特化 

グローバル 

債券特化 

グローバル 

その他 

件数 1 - - - -  2 - - 

金額 6,616 - - - - - 1,773 - - 

 

④契約規模別分布状況（2022年3月末現在） （金額単位：百万円）

  10億円未満 
10～50億円 

未満 

50～100億円 

未満 

100～500億円 

未満 

500～1,000億円

未満 
1,000億円以上 

件数 2 - 1 - - - 

 構成比(％) 66.7 0.0 33.3 0.0 0.0 0.0 

金額 1 - 8,389 - - - 

 構成比(％) 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 

 



 

 

 

 

㈱ユキ・マネジメント・アンド・リサーチ 

８．運用の特色（投資哲学、運用スタイル等） 

【運用理念】 

株式会社ユキ・マネジメント・アンド・リサーチ（ＹＭＲ）は、お客様からお預かりした資産を減価させない

ことを基本として、市場を上回る継続したパフォーマンスの達成を目標としています。投資企業の選定は、社会

に貢献している企業群を直接訪問・取材することで発掘するボトムアップのプロセスを愚直に繰り返して行い、

この実践を通してお客様、投資先企業と共にリターンを分かち合うことを目的としています。 
ＹＭＲは、この基本を忠実に、永続して行う会社です。 

 

【運用スタイル】 
 ＹＭＲは、グロースタイプのアグレッシブ運用を行う独立系の運用会社です。 
 上場株式のロングのフルインベストメントをスタイルとしております。 

 

 

 

９．投資に関する意思決定プロセス 

【ポートフォリオの構築プロセス】 

(1)ＹＭＲでは、株式会社ユキインベストメントとの投資顧問契約に基づき投資助言をうけ、同社所有の評価モデル

にて、上場企業約3,700社の分類及び銘柄の絞込みを行い、質の高い運用サービスの提供に努めております。 

 

(2)ＹＭＲは、運用戦略に基づき、運用計画を策定し、(1)にて絞込まれたユニバースの銘柄に対し、徹底したボト

ムアップ・リサーチでＥＰＳ（１株当り利益）予測を行い、再度前述評価モデルを用いて、銘柄を絞込み、加え

て株式市場のエネルギー分析を行い、ファンドの組入れ銘柄を決定します。 

 

(3)上記(2)の決定に基づき売買執行し、結果、ファンドのポートフォリオが構築されます。ポートフォリオの構築

にあたっては、分散投資を基本としリスク分散を図ります。 

 

 

・前述のポートフォリオ構築プロセスにて、銘柄の絞込みを行うと、同等のリスクでもより高いリターンを得るこ

とができるファンドの構築が可能となります。 

 

・ＹＭＲでは、ファンド運用にかかわる設計段階にてその品質及び特性を盛込み、前述のポートフォリオ構築プロ

セスにより、設計どおりのリスク・リターンを得ることができるファンドの構築を目指します。 

 

・また、原則月次で開催される投資政策委員会において、運用に関するすべての重要事項、今後の方針の決定、 

モニタリング等を行います。具体的には、先月の運用状況の報告、運用に関するコンプライアンス遵守状況の報

告、ポートフォリオの分析、今後の見通し等です。 

 

 

 

10．運用受託報酬・投資助言報酬 

投資一任契約における運用報酬は、個別に決定することとしております。 

 

 

 

 
  
 



 

 

 

 

ユナイテッド・マネージャーズ・ジャパン㈱ 

会社名 ユナイテッド・マネージャーズ・ジャパン株式会社 
 
所在地 〒 107-0052 東京都港区赤坂２－10－５ 赤坂日ノ樹ビル７階 

 電話 03-6229-8760(代) ファックス 03-6229-8761 

   ＨＰアドレス https://www.umj-jp.com 

代表者 代表取締役  小柴 正浩 

金融商品取引業登録番号 関東財務局長(金商)第1119号 登録年月日 平成19年9月30日 

協会会員番号 第011-01362号   

業務開始年月 平成16年12月15日 資本金 0.7億円 

作 成 担 当 者 総務部 電 話 03-6229-8760 

 

１．業の種別 

投資運用業 １．法第２条第８項第12号イに係る業務 ②．法第２条第８項第12号ロに係る業務 

３．法第２条第８項第14号に係る業務 ４．法第２条第８項第15号に係る業務 

投資助言・代理業 ①．法第２条第８項第11号に係る業務 ２．法第２条第８項第13号に係る業務 

第一種・第二種業 １．法第28条第１項に係る業務 ２．法第28条第２項に係る業務 

 

２．主な営業所、子法人等、提携企業 

区分 名称 所在地 

該当なし   

   

   

 

３．主な株主 

株主名 
議決権 
保有比率 

 株主名 
議決権 
保有比率 

小 柴 正 浩 50.0％  梅 田 裕 真 1.7％ 

有限会社小柴・ホールディングス 40.6％  下 田  司 1.7％ 

株式会社ヴァレックス・パートナーズ 5.5％  安  治 郎 0.2％ 

 

４．財務状況（直近３年度分）  （単位：百万円）

決算期 投資顧問部門収益 全体収益 経常損益 当期純損益 純資産額 

2022年３月期 1,406 1,410 16 11 2,287 

2021年３月期 1,193 1,197 84 53 2,280 

2020年３月期 1,681 1,685 74 17 2,231 

 

５．組織（証券業または信託業務を営む場合、①～③については投資顧問部門に従事している実質

人数を記載） 

①役職員総数  23  名 

②運用業務従事者数  10  名 

 内 ファンド・マネージャー数  10  名、平均経験年数 20 年 7 ヵ月 

 内 投信併営会社の場合の 投資顧問部門専任者  名、平均経験年数   年   ヵ月 

投顧・投信部門兼任者                    名、平均経験年数   年   ヵ月 

 内 調査スタッフ数  0  名、平均経験年数   年   ヵ月 

③日本証券アナリスト協会検定会員数  7  名 

 CFA協会認定証券アナリスト数  3  名 



 

 

 

 

ユナイテッド・マネージャーズ・ジャパン㈱ 

＜組織図＞ 

 

 

６．投資運用契約に係る資産の金融商品取引行為の状況（直近１年度分） 

１．対象期間 2021年4月1日～2022年3月31日 

 

２．金融商品取引行為に係る取引の割合 

 相手方の商号 取引額の割合 備 考 

会員自らが顧客の相手方となった取引 0. ％  

下記①に該当する 

法人との取引 

 0. ％  

 . ％  

 . ％  

下記②に該当する 

法人との取引 

ゴールドマンサックス 31.0％  

大和証券株式会社 10.7％  

SMBC日興証券株式会社 10.4％  

 . ％  

 . ％  

下記③に該当する 

法人との取引 

 0. ％  

 . ％  

 . ％  

①顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引法施行令第15条の16に規定する親法人

等・子法人等 

②顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、その取引額が年間の顧客のために行った金融商品取

引行為に係る取引総額の10％以上である法人 

③顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引業等に関する内閣府令第126条第３号

に規定する関係外国法人等に該当する法人 
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７．契約資産 

①契約資産状況（2022年3月末現在） （金額単位：百万円）

   投資運用 投資助言 

   件数 金額 件数 金額 

国

内 

法

人 

公的年金 - - - - 

私的年金 4 1,500 - - 

その他 8 2,026 - - 

計 12 3,526 - - 

個人 17 7,941 - - 

国内 計 29 11,467 - - 

       

海

外 

法

人 

年金 - - - - 

その他 16 76,646 - - 

計 16 76,646 - - 

個人 - - - - 

海外 計 16 76,646 - - 

       

総合計 45 88,113 - - 

注：投資助言契約欄は、顧客資産の額を前提とした契約のみ記入する。なお、全投資助言契約件数は、 0 件。 

 

②海外年金内訳（運用＋助言） 

米国 - 件 

 - 百万円 

欧州 - 件 

 - 百万円 

アジア - 件 

 - 百万円 

その他 - 件 

 - 百万円 

 

③投資対象別運用状況（2022年３月末現在） （金額単位：百万円）

 
国内 

株式特化 

国内 

債券特化 

国内 

その他 

海外 

株式特化 

海外 

債券特化 

海外 

その他 

グローバル 

株式特化 

グローバル 

債券特化 

グローバル 

その他 

件数 12 - - - - 33 - - - 

金額 75,820 - - - - 12,292 - - - 

 

④契約規模別分布状況（2022年３月末現在） （金額単位：百万円）

  10億円未満 
10～50億円 

未満 

50～100億円 

未満 

100～500億円 

未満 

500～1,000億円

未満 
1,000億円以上 

件数 35 6 2 2 - - 

 構成比(％) 77.8% 13.3% 4.4％ 4.4% - - 

金額 8,719 17,182 17,676 44,535 - - 

 構成比(％) 9.9% 19.5% 20.1％ 50.5% - - 
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８．運用の特色（投資哲学、運用スタイル等） 

1. 運用哲学 

（1）企業の本源的価値の見極め 

株価はさまざまな要因（会社の基本的な変化、マクロ経済環境、市場内の需給バランス

等）により変動するが、長期的には本来の価値に着地すると考える。投資機会とそのリ

ターンを得るためには、現在の株価と本源的価値との差異を見極めることが鍵となる。 

（2）厳格なリスク管理 

リスクを抑えながら高いリターンを得るため、厳密なリスク管理を行う。必要な場合はス

トップロスの行使や、様々なヘッジテクニックを駆使する。 

（3）市場環境は投資アイディアに影響を与える 

投資アイディアは、マクロ要因、業種トレンド、ファンダメンタルズ及びテクニカル分析

などを総合した分析結果に基づき決定すると同時に、市場の状況をも考慮する必要があ

る。 

2. 運用スタイル 

日本株ロング・ショート戦略では、徹底した個別株の選択によりポートフォリオの構築を

行う。これにより、市場との連動性を比較的低くし、同時に他の資産やファンドとの相関

も低くすることを可能としている。銘柄の選択は、経営者との面談、個別企業の訪問、ア

ナリストとのミーティングを通じて、割安の株式を発掘してロングポジションとし、また

将来性の見込まれない株式をショートポジションとする戦略である。リスク管理を徹底

し、リスク調整後のリターンの最大化を目指す。 

 

９．投資に関する意思決定プロセス 

1. 運用方針の決定：投資戦略委員会において決定する。 

2. 運用の実行：資産運用部が運用方針に従い運用を行う。 

（1）投資対象銘柄の選定： 

上場株式を対象として広い範囲から選別し、業種・規模の偏りを避け、分散投資に努め

る。 

（2）銘柄の絞り込み： 

個別銘柄の流動性に配慮し、ポートフォリオの全体に占めるウエイトを考慮する。 

 

10．運用受託報酬・投資助言報酬 

【投資一任契約に係る報酬について】 

1. 投資一任契約報酬（年次）：  

   原則として固定額をお支払いいただきます。 

     ※契約資産額と運用内容に応じ、個別に設定させていただきます。そのため、事前に上

限額等を表示することができません。 

2. その他の費用等：  

      投資一任契約に基づき、個別ファンドへ投資する場合には、間接的に下記の費用を負担し

ていただくことになります。（ファンドの運用者が当社である場合、下記（1）及び（2）の

報酬を受領します。） 

※ファンドにより料率等が異なるため、また（3）は運用の状況により変動するため、事

前に上限額等を表示することができません。 

(1）運用報酬（年次）：純資産総額に固定料率をかけて計算 

（2）成功報酬（年次）：運用成績に固定料率をかけて計算 

（3）有価証券売買委託手数料 

（4）管理会社・監査に対する諸費用等 
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11．その他、特記事項 

当社は、2004年12月に様々な高い運用能力を持った人材に対して最適な運用環境を提供し、その

運用能力を国内外の投資家に提供することを目的に設立されました。日本株をはじめ、様々な資産

クラスにおいて多様な運用能力を発揮し、最適なリスク調整後のリターンを様々なニーズを持った

投資家に提供していくことが、当社の社会的な役割であると認識しています。 

 


